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研究要旨： 

臓器提供数は新型コロナウイルス感染症の収束とともに同感染症拡大前と比較しても増加傾

向にある。しかし、その数は他の先進諸国と比較すると未だ少ない。その理由として、救急や

脳外科施設など臓器提供施設における負担や脳死とされうる状態になった患者家族に対して臓

器提供に関する情報提示が十分になされていないことが指摘されている。過去の我々の研究で

明らかにしたように、五類型施設の体制整備状況や患者家族へ選択肢提示を行う困難性、臓器

提供時の煩雑な手順等々による臓器移植に係る様々な負担が原因である。それらの課題を解決

するために当研究班では４つのポイントを中心に検討を行った。すなわち、①臓器・組織提供

の可能性を有する患者家族への対応と家族の意思決定支援、②地域における五類型施設間での

転院搬送を含めた法的脳死判定の支援体制構築、➂関連学会での啓発活動や市民公開講座開催

や中高生を対象とした学校教育、④移植医の負担軽減のために効率的な臓器摘出体制の構築で

ある。➀に関しては入院時重症患者対応メディエーター養成のための講習会を積極的に開催

し、令和7年3月末の時点で既に約1400名あまりの受講者に終了書を授与した。また、法的脳死

判定への支援や関連学会やJOTの連携体制構築事業との連携により、家族対応等の支援について

も検討を行った。②に関しては地域連携として臓器提供時の法的脳死判定支援や、様々な手順

に関する支援や情報共有等や脳死判定のための転院搬送体制構築、➂に関しては普及啓発のた

めに講習会開催、教育機関での教育、④では移植医の負担軽減のための相互互助制度構築や手

術器械の調達と搬送の外部委託を行い、実際にパイロット的に施行した。 
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A. 研究目的 

新型コロナウイルス感染症の収束とともに臓器

提供数は同感染症拡大前と比較して増加傾向にあ

る。しかし、その数は他の先進諸国と比較すると

未だ少ない。その理由として、救急や脳外科施設

など臓器提供施設における負担や脳死とされうる

状態になった患者家族に対して臓器提供に関する

情報提示が十分になされていないことが指摘され

ている。その理由は過去の我々の研究で明らかに

したように、五類型施設の体制整備状況や患者家

族へ選択肢提示を行う困難性、臓器提供時の煩雑

な手順等々による臓器提供時の負担が原因である。

これらの課題を解決するため、平成29年度～令和

元年度「脳死下・心停止下における臓器・組織提

供ドナー家族における満足度の向上及び効率的な

提供体制構築に資する研究」、および令和2年度

～令和4年「脳死下、心停止後の臓器・組織提供

における効率的な連携体制の構築に資する研究」

にて臓器提供時の負担を軽減するため、臓器提供

ハンドブック（成人版、小児版）の作成と発刊、

効率的検証のための医学的検証フォーマット案の

作成、入院時重症患者対応メディエーターの教材

作成を行った。また、いわゆる五類型施設におけ

る情報共有や臓器提供時の支援体制についてもモ

デル地区を設けて体制整備を行ってきた。 

これらの成果を踏まえて、当研究班では令和5

年度から以下の４つのポイントを中心に検討を行

っている。すなわち、①臓器・組織提供の可能性

を有する患者家族への対応と家族の意思決定支援、

②地域における五類型施設間での転院搬送を含め

た法的脳死判定の支援体制構築、➂関連学会での

啓発活動や市民公開講座開催や中高生を対象とし

た学校教育、④移植医の負担軽減のために効率的

な臓器摘出体制の構築である。➀に関しては入院

時重症患者対応メディエーター養成のための講習

会を積極的に開催し、令和６年年度末( 

2025.3.22現在）の時点で既に1439名の受講者

に終了書を授与した。②では地域連携として臓器

提供時の法的脳死判定支援や、様々な手順に関す

る支援や情報共有等や脳死判定のための転院搬送

体制構築、➂に関しては普及啓発のために講習会

開催、教育機関での教育、④では移植医の負担軽

減のための相互互助制度構築や手術器械の調達と

搬送の外部委託を行い、実際にパイロット的に施

行した。 

 

B. 研究方法 

令和5年度から以下の４つのポイントを中心に

検討を行った。すなわち、➀臓器・組織提供の可

能性を有する患者家族への対応と家族の意思決定

支援、②地域における五類型施設間での転院搬送

を含めた法的脳死判定の支援体制構築、➂関連学

会での啓発活動や市民公開講座開催や中高生を対

象とした学校教育、④移植医の負担軽減のために

効率的な臓器摘出体制の構築である。 

本研究は臓器提供する医療機関における新たな

院内体制の提案、提供施設同士のネットワーク構

築による情報共有と提供時の支援体制、そして社

会の啓発活動等から臓器提供がより円滑に行える

ための体制構築を目的としており、移植医療の発

展に多大な貢献をするものと考えている。 

 

（倫理面の配慮） 

研究に際しては医療倫理、研究倫理の倫理性を

担保するためにそれぞれの研究者は倫理講習を受

講していることが前提である。また、各研究者の

それぞれの研究において、倫理委員会等の審査が

必要である場合には、適宜倫理審査を受け、承認

を受けることを前提とした。 

 

C. 研究結果 

上記の研究方法に従って、令和5年度から令和

７年度までの３年計画の研究の中で、令和5年度、

及び同６年度の途中結果として以下の成果が得ら

れた。 

➀臓器・組織提供の可能性を有する患者家族への

対応と家族の意思決定支援（三宅班、織田班）  

・三宅班 

令和５年度から本年度は入院時重症患者対応メ

ディエーター育成を中心に行った。入院時重症患

者対メディエーターは救命救急センターや集中治

療室に入院した患者家族の意思決定支援を行う新

たな医療職種である。患者が救命困難、あるいは

救命されたとしても重篤な後遺症の残存が強く予

想されるような患者家族に呈して、主治医や担当

看護師、あるいは医療スタッフとの間で情報の橋

渡しをすることが業務であり、そのような中で例

えば患者が脳死とされうる状態となった際に、患

者家族から臓器提供について意思を確認したり、

その判断を支援する役割も有する職種である。 

令和7年3月末現在で過年度の実績を加えると計

1432名（令和5年度458名、令和6年度579名）の育

成を行った（資料１―１）。なお、過去に本セミ

ナーの受講者の中で職種が明らかになっているの

は講習会に参加した職種は下図のように54.0％が

看護師、ソーシャルワーカーが34.5％であった

（資料１－２）。 

また、実際に入院時重症患者対応メディエータ

ーが臨床現場で活動する際の課題や位置付けに関

して、過去にセミナーを受講した、あるいは今後

の受講希望者に対して実務者発表会を毎年1月に

開催している（令和5年度は令和6年1月27日、令

和6年度は令和7年1月25日にWeb形式で開催）。 

・織田班 

従来から脳死とされうる状態とされた患者家族
．．．．．．．．．

に臓器提供の情報提示（いわゆる選択肢提示）を
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してきたが、平坦脳波・脳幹反射消失が認められ

た時点で、標準的な方法により、移植医療に関す

る情報提示を行うことの手順に関しての検討を行

った。前年度に引き続き脳死とされうる状態とな

った患者家族に対して臓器提供に関する情報提示

のあり方に関する検討を行い、課題とされる➀患

者意思を尊重しているか、②患者家族、医療者間

で正しく、もれなく情報を伝えられているか、➂

医療者間で負担が分担できているかのプロセス確

認の検討を行った（資料２）。 

 

➁地域における五類型施設間での転院搬送を含め

た法的脳死判定の支援体制構築（久志本班、渥美

班、黒田班、名取班、荒木班、田中班、山勢班、

横堀班） 

・久志本班 

昨年度までの研究で法的脳死判定のための転院

に関して、実際の事例が発生した場合、対応でき

るところまで地域の施設間で対応がほぼ終了した。

脳死判定のための転院搬送に関して、昨年度は机

上シミュレーションにより問題点を抽出した。そ

の結果、連携施設に対して一定の支援･協力をし

ないと脳死判定のための転院搬送は困難であるこ

とが明らかになった。また、脳死判定のための転

院搬送の体制整備のみでは十分ではないことが明

らかとなった。今年度は机上および実動シミュレ

ーション、GCS 3レジストリー等の施設間情報共

有のためのシステムの構築に向けて活動を行った。 

・渥美班、黒田班 

 日本集中治療学会理事長、日本脳死・脳蘇生学

会理事長としての黒田班と協働して地域コーディ

ネーターチームの養成セミナー企画、開催した。

地域コーディネーターチームは院内だけではなく、

地域の臓器提供のコーディネーションを見据えて

いるチームを編成することを想定している。また、

都道府県コーディネーターやJOTコーディネータ

ーとの連携も考慮に入れてセミナーを開催した。

さらにJOTの連携体制構築事業と協働し、2024年8

月4日に第１回の地域コーディネーターチーム養

成コーストライアルコース、2024年11月17日に第

2回救急・集中治療領域 臓器・組織提供ハンズ

オンセミナー、2025年1月21日には「地域ドナー

コーディネーターチーム養成コーストライアルコ

ース」を開催した（資料３―１、資料３－２、資

料３－３）。 

・名取班 

【急性期疾患で死亡退院した患者家族へのアンケ

ート調査】 

先行研究で2018年1月より実施している急性疾

患で死亡退院した患者家族へのアンケート調査を

継続した。アンケートの匿名化のため、先行研究

では調査年度が明確ではなかった。同じ用紙を使

用する各年度研究の結果を区別するため、2019年

度から2020年度は用紙サイズ（A4→B5）を変更、

2021年度以降は毎年調査用紙の色を変更して、返

信するアンケートの年度の識別可能とした。 

実施は先行研究同様で以下の通り。 

１） 死亡退院後、50日を経過したのち、アンケ

ート用紙（別紙１）を患者家族（入院時登

録されたキーパーソンの自宅に返信用の封

筒を入れて送付する。 

２） 返送されたアンケート用紙を集計分析する。 

３） （資料４―１，資料４－２，資料４－３） 

【法的脳死判定補助検査やマニュアル改訂作業に

ともなうアンケート調査】 

2023年12月の厚生労働省例改訂で、2024年1月1

日より、法的脳死判定の補助検査に脳血流検査が

加わり、合わせて法的脳死判定マニュアルなどの

改訂作業がすすんでいる。その内容を紹介し、協

力して頂ける施設にアンケートを配信し回答を得

た。（資料４―４） 

 （倫理面への配慮） 

【急性期疾患で死亡退院した患者家族へのアンケ

ート調査】は、飯塚病院倫理委員会で審議の上、

承認された。（平成30年1月10日：R-17190） 

【法的脳死判定補助検査やマニュアル改訂作業に

ともなうアンケート調査】は、参加の意思がある

施設のみからの返信を得た。（資料４―１，資料

４－２，資料４－３） 

・荒木班 

小児からの法的脳死判定とその課題を検討する

ことで、小児からの脳死下臓器提供への支援を行

っている。過年度から小児臓器提供の課題につい

て検討しているが、今年度は特に被虐待児への対

応について検討をした。本邦における小児からの

脳死下臓器提供は海外と比較して、その割合は高

いが、縊頸による低酸素脳症などの自殺によるケ

ースが多いのが特徴である。また、小児からの臓

器提供数は地域格差として西日本より東日本が少

ない傾向があることを明らかにした。また、日本

臓器移植ネットワークのデータから、小児からの

臓器提供が不成立であった274例中、その理由が

明らかになっている67例を検討すると、虐待が関

与しているケースが少なからずあることを明らか

にした（資料５―１）。 

また、令和7年3月4日には臓器提供施設連携体

制構築事業、及び本研究の一環として、hybrid形

式でセミナーを開催した（資料５―２）。 

・田中班 

組織提供、組織移植を支援するという研究課題

から、本年8月17日、18日に開催された第22回日

本組織移植学会（会長：横田裕行研究代表者）で

組織移植におけるコーディネーターと入院時重症

患者対応メディエーターに関してのシンポジウム

で本研究班での検討内容を発表した（資料６－

１）。また、組織移植についての普及啓発のため
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にポスターと動画（資料６－２）を作成した。さ

らに、最終年度に向けて横堀班と連携して熱傷に

対する手術、採皮等を２D,３Dで視聴できるよう

な教育ツール作成をしている（資料６－３）。 

・山勢班 

看護師による法的脳死判定や臓器提供を支援す

るという立場から脳死下臓器提供した患者家族へ

の看護師の対応を明らかにすることを本研究班の

研究課題としている。昨年度は脳死下臓器提供し

た家族が求める看護と退院後の支援について脳死

下臓器提供の患者家族のインタビューを行った。

そして、今年度はその結果を踏まえて、過去に作

成した「脳死下臓器提供における看護師の役割に

関するガイドライン」の修正、追加とした。具体

的には新たな医療職種である入院時重症者対応メ

ディエーターを含めたチーム医療で看護師がどの

ような役割を果たすべきか、また看取りの部分で

の看護師の役割を追加を記載した（資料７） 

・横堀班 

法的脳死判定の支援という立場から、ICTを利

用した効率的連携体制構築に関する研究を行って

いる。研究分担者である横堀將司教授の厚生労働

省特別研究で、脳死とされうる状態の診断が実施

されるのは、不可逆的な脳機能障害例の１／３程

度であることが明らかになっている。実際、いわ

ゆる五類型施設においても法的脳死判定の体制が

整っていたい施設が51％である実態がある。この

ような現状を踏まえると法的脳死判定の経験がな

い、あるいは乏しい施設に経験のある施設から支

援体制構築は重要である。そのために医療者間の

コミュニケーションアプリであるJOINを利用して

脳死判定の実際、すなわち意識レベル確認、脳幹

反射の評価、脳波計からの情報を遠隔医療機関同

士で共有するシステムを活用して、脳死判定支援

のあり方について検討をしている（資料８）。昨

年度は日本医科大学高度救命救急センターと聖隷

浜松病院救命救急センター間でパイロット的に脳

死判定の講義を行い、その有用性を確認すること

ができた。今年度はリアルタイムで脳死とされう

る状態の診断に有用であるかを複数の施設間で検

 

➂社会啓発、学校教育の重要性の検討（朝居班、

加藤班） 

・朝居班 

中高生を対象とした移植医療や脳死の病態、脳

死下の教育、啓発のために教材開発と実際に授業

を行った際の効果や課題検証を行った。なお、20

24年9月に行われた国際移植学会がイスタンブー

ルで開催されたが、本研究に関して発表し、海外

研究者と意見交換も行った。また、今回初めて小

学6年生に移植医療の授業、特に渡航移植に関す

る募金活動の意義についての授業を行うことがで

きた（資料９―１）。さらに、2025年1月、2月に

は学芸大学附属中学3年生を対象に授業を予定し

ている。また、生徒からの意見のフィードバック

とその解析を行った。 

なお、また、これまでの成果を論文化した結果、

医学会誌“移植”59巻3号に掲載された（資料９

－２）。 

・加藤班 

医療者への移植医療を普及、啓発をする一貫と

して様々な講演会を企画し、開催をした。まず、

昨年度になるが今年の2月26日に「救急医療と臓

器移植について」の講演会を行った。今年度の活

動として7月31日に「次世代の臓器移植」のWeb講

演会を開催した（資料１０―１）。さらに、来年

1月7日には移植側の専門家に講演を頂き、提供側

の救急科や脳神経外科として現在の移植医療がど

のような状況であるかについて解説を中心に講演

会を開催した（資料１０－２）。 

 

④移植医の負担軽減のために効率的な臓器摘出体

制の構築（江口班） 

・江口班 

移植医の負担軽減を図る目的で臓器を摘出する

際に使用する手術器械を、研究班として契約をし

た（株）日本ステリ社が管理・搬送する体制を構

築した（資料１１）。具体的にはいずれも九州で

5類型施設で県の基幹医療機関と言える7施設（福

岡県2施設、熊本県1施設、長崎県3施設、鹿児島

県1施設）の協力を頂き、肝臓のドナーが発生し

た際に摘出チームが（株）日本ステリ社が用意し

た手術機器を使って摘出術を行うシステムで、日

本肝移植学会の承認も頂いており、いつでもこの

体制が運用できるような状況まで準備が完了した。 

なお、「摘出器械の拠点化」の取り扱いについ

ては器具や搬送に関する評価は業務評価にあたり、

患者評価、研究に当たらないためIRB等での審査

は不要であることをIRBで確認している。 

 

D,考察 

 研究の目的を達成するために各研究分担者は個

証を行い、その有用性と課題について検討をした。 別、あるいは研究分担者同士で情報共有をしなが

ら検討を行った。また、横田裕行は研究代表者と

して令和5年度、及び令和6年度にそれぞれ数回の

合同研究班会議を行い、研究班全体の統括をした

（資料１２－１，１２－２，１２－３，１２－４，

１２－５、１２－６）。 

本研究班の検討事項の４つのポイントは、いず

れも本邦の移植医療推進のために重要であり、ほ

ぼ予定通りの進捗状況で研究が進行している。 

➀臓器・組織提供の可能性を有する患者家族への

対応と家族の意思決定支援 

前述のように令和7年3月末現在、入院時重症患

者対応メディエーターを従来からの合計で1439名
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の育成を行った（令和5年度458名、令和6年度579

名）。また、移植コーディネーターとの標準的な

連携モデルの提案し、その一環として日本集中治

療学会理事長の黒田泰弘研究分担者の黒田班と渥

美班が協働して地域コーディネーターチーム養成

コースを開催した（資料３－１，３－２、３－

３）。 

最終的には入院時重症患者対応メディエーター

と移植コーディネーターの連携モデルの作成を想

定している。また、上記の課題を分担して、今後

は院内体制構築の際に骨格となる医師の役割（織

田順）、看護師の視点（山勢博彰）、メディエー

ター養成と標準的活動指針作成（三宅康史、渥美

生弘、黒田泰弘）、移植医療機関を含めた標準的

活動指針作成（江口晋、田中秀治）をして当初の

目的を達成することを予定している。 

患者家族の医療に対する満足度は、コロナ禍中

は、医療者への感謝という言葉がマスコミから常

に流されていた点もあり、アンケート調査で自由

記載欄には感謝の記載が数多く見受けられた。し

かし、昨年度以降、様相が一変し、医療機関側の

面会制限の継続などに対しての不満が数多く見受

けられ、従来は満足度の高かった入院期間が長期

のグループで満足度の低下と医療に対しての不満

が数多く見られ、最終的な医療の満足度も本年度

が最も低下した（名取班）。 

 

➁地域における五類型施設間での転院搬送を含め

た法的脳死判定の支援体制構築 

地域における五類型施設の中で、脳死下臓器提

供の経験豊富な基幹施設を中心に、周辺の施設が

連携施設となるネットワークモデルを構築し、脳

死下を含めた臓器提供や組織提供時の情報共有、

法的脳死判定のための支援や転院搬送体制を構築

する。令和5年度はモデル地域の中で、過去の事

例からネットワーク構築に向け、課題抽出とルー

ル作成を行った。令和6年度は課題の解決と作成

したルールをシミュレーションと実際の事例があ

った場合には、その検証からルールを修正する段

階にまで作業がすすんだ。最終年度は支援のため

の地域ネットワーク体制を構築する。課題は、法

的脳死判定のための転院搬送（久志本班）、ICT

を利用した効率的連携体制構築（横堀班）、患者

データベースを用いた地域ネットワーク構築（渥

美班）、福岡県脳神経外科施設を骨格とする地域

での情報共有と支援体制（名取班）として、当初

の研究目的を達成する。 

特に、久志本班においては実際の対象事例が発

生した場合には、一定の条件下で法的脳死判定の

ための、転院搬送を可能とする体制を既に構築す

ることができた。5類型施設の中で脳死とされう

る状態となった際に、本人や家族の意思の臓器提

供に関する意思がある場合には、確実に臓器提供

会出来るような体制が構築されると期待される。

 なお、法的脳死判定の脳血流補助検査について

は、全ての回答施設からCTアンギオグラフィ、脳

血流SPECT、脳血管撮影（DSA）が行えること。実

際におこなるのはCTアンギオグラフィもしくは脳

血管撮影（DSA）との回答で有り、TCDについては

否定的であった。本アンケートは、マニュアル素

案段階に行ったため、TCDを選択肢の一つとした

が、２０２５年３月に公表された『法的脳死判定

マニュアル２０２４』ではTCDは削除されていた。

パブリックコメントなどをプロセスを経る中で現

実的な変更がなされたものと考えられた（名取

班） 

 

➂社会啓発、特に学校教育の重要性の検討 

関連学会や日本臓器移植ネットワークと共同し

て講演等の開催や市民公開講座開催、さらに同時

に中高生を対象とした移植医療や脳死の病態、脳

死下の教育、啓発に関する意義と課題を検討した

（朝居班）。また、社会への普及啓発の一貫とし

てセミナーを開催した（加藤班）。最終的な成果

として臓器提供に関する意思表示の重要性を社会

が認識するような活動を予定し、本邦の移植医療

の推進に大きく寄与すると考えている。 

 

④移植医の負担軽減のために効率的な臓器摘出体

制の構築 

医師の働き方改革の必要性が強調される中で、

過重な業務環境の中で移植医療を担っている移植

医の負担軽減を考慮し、効率的な臓器摘出術時の

体制について検討した。すなわち、移植医の負担

軽減のために、臓器を摘出する手術の際に使用す

る手術器械を臓器ごとに個々の摘出チームが持参

していた従来の方法を、本件について契約を結ん

だ企業が仲介することで手術器械の搬送を移植医

が行わなくて済む体制を構築した（資料１１）。

移植医の様々な負担軽減の一つとして位置付けら

れると考えの体制であるが、今後は対象の拡大が

可能と考えており、移植医の負担軽減に大きく寄

与する（江口班）。 

さらに最終年度は研究班としてこれらの研究成

果を総括し、臓器提供施設マニュアルの作成を目

標としている。 

 

E. 結論 

令和5年度、令和6年度の研究課題として４つの

ポイント、すなわち①臓器・組織提供の可能性を

有する患者家族の意思決定支援のために、入院時

重症患者対応メディエーターの育成、②法的脳死

判定のための転院搬送を含めた地域における五類

型施設間の情報共有と支援体制構築、➂関連学会

での啓発活動や市民公開講座開催や中高生を対象

とした学校教育、④移植医の負担軽減のために効
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率的な臓器摘出体制の構築を検討した。研究自体

は順調に経過し、入院時重症患者対応メディエー

ター育成、脳死判定のための転院搬送など臓器提

供する医療機関院内体制の提案、提供施設同士の

ネットワークによる情報共有と提供時の支援体制

を構築している。 

これらの成果が社会の啓発活動から臓器提供が

より円滑に行えるための体制構築を目的としてお

り、移植医療の発展に多大な貢献をするものと考

えている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

G. 学会発表 

 1. 横田裕行：日本の移植事情、第7回 臓器提供

施設連携体制構築事業定例会、2024年10月17

日 

 2. 横田裕行：日本臓器移植ネットワークから 

第30回日本臓器移植関連学会協議会 2024年

9月7日 

 3. 横田裕行：救急医療におけるACPの意義と課

題 佐賀医学会・日医生涯教育講座、2024年

3月16日 

 4. 横田裕行：脳死判定と最近のトピックスにつ

いて 日本脳死・脳蘇生学会 第2回救急・

集中治療領域 臓器・組織提供ハンズオンセ

ミナー 2024年11月17日 

 5. 横田裕行：法的脳死判定に係る「臓器の移植

に関する法律施行規則」の改正等について 

～厚生労働省研究班報告書を中心として～ 

令和６年度第１回長崎県移植情報担当者協議

会、2024年8月2日 

 6. 横田裕行：転院搬送時における医療機関医師

等との連携要領 東京民間救急コールセンタ

ー連絡協議会定期総会 2024年5月20日 

 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

1）特許取得 

特になし 

 

2）実用新案登録 

特になし 

 

3）その他 

特になし 
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